
事業者の防災対策についてのアンケート調査結果（従業員50名以上）

【２．ＢＣＰ策定率】

【１．調査概要】

＜調査対象＞
高知県内に本社または事業所を置く団体から

・従業員50名以上の全ての団体 861件
・従業員30名以上49名以下の一部の団体 139件

合計1,000件
※総務省統計局「事業所母集団データベース（令和4年次フレー

ム）」に基づき抽出。

＜回収状況＞
回収数411件（回収率41.1%）

・従業員50名以上の団体 357件
・従業員30名以上49名以下の団体 54件

＜調査期間＞
令和６年９月６日～９月30日

【 】は令和３年度結果

（従業員50名以上） n=325
※従業員数については、アンケート問2の常用雇用者数の回答に
基づいている。

従業員５０名以上の事業所
７３．２％【６０．２％】

第５期 南海トラフ地震対策行動計画における
目標値７５％
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＜上位回答＞
・分かりやすいテキストの発行 ３８．９％ 【５８．１％】
・サポート体制の充実 ３５．２％ 【３９．８％】
・取り組みを紹介する事例集の発行 ２７．８％ 【２４．７％】
・小規模、業種ごとのセミナーや講座の開催 ２０．４％ 【３５．５％】

問１：ＢＣＰの策定検討するために必要な仕組み、手段（複数回答）

【３．課題・ニーズ】

＜上位回答＞
・時間的な余裕がない ６４．１％ 【６７．７％】
・策定に必要なスキルやノウハウがない ４６．２％ 【５４．８％】
・策定する人手を確保できない ４３．６％ 【４８．４％】

＜上位回答＞
・高知県発行のＢＣＰ策定関連の冊子等*を参考とした ４４．８％ 【４８．７％】
・国（政府）が公表している文書等を参考とした ４２．６％ 【３３．３％】
・業界団体のガイドラインを参考とした ４２．６％ 【２８．９％】
・「高知県事業継続計画（ＢＣＰ）策定推進プロジェクト」の支援を受けた １５．２％ 【２１．２％】

問３：ＢＣＰの策定方法（複数回答）

問２：ＢＣＰを策定するに至った理由（複数回答）

＜上位回答＞
・災害発生時の自社の損失を最小限とするため ７２．２％ 【６９．２％】
・企業の社会的責任、企業イメージ向上のため ４４．０％ 【４８．７％】
・営業活動上必要であるため ３９．７％ 【３３．０％】
・東日本大震災や熊本地震等の震災発生を知って ３３．９％【３５．５％】
・県のＢＣＰ策定支援や手引きの発行を知って ３２．５％【３３．０％】

＊『南海トラフ地震に備える企業のＢＣＰ策定のための手引き』、『高知県医療機関災害対策指針』

問４：ＢＣＰが中止・中断されている理由（複数回答）

＜上位回答＞
・策定する人手が確保できなかった ８７．５％ 【６５．０％】
・策定に必要な情報の不足 ２５．０％ 【３０．０％】
・社内部署間の連携不足 ２５．０％ 【３０．０％】

問５：ＢＣＰを策定するに至っていない理由（複数回答）

●策定済み、策定中、中止・中断している事業者 （n=277）

●必要性は認識しているが未策定の事業者 （n=39）

●中止・中断している、必要性は認識しているが未策定の事業者、策定予定なし （ｎ=54）

●中止・中断している事業者 （n=8）


